
歳出
526億円

民生費
223億9,857万円

（42.6%）

その他
1億9,000万円

（0.4%）

労働費
9,374万円
（0.2%）

土木費
73億153万円
（13.9%）

教育費
59億2,434万円
（11.2%）

公債費
49億6,250万円
（9.4%）

総務費
58億9,520万円
（11.2%）

消防費
14億5,524万円
（2.8%）

衛生費
30 億2,670万円
（5.7%）

農林水産業費
7億2,884万円
（1.4%）

議会費
3億1,278万円
（0.6%） 商工費

3億1,056万円
（0.6%）

扶助費
138億7,985万円
（26.4%）

人件費
71億290万円
（13.5%）

公債費
49億6,250万円（9.4%）

普通建設事業費
78億9,186万円
（15.0%）

物件費
81億3,313万円
（15.5%）

補助費等
53億1,529万円
（10.1%）

その他
53億1,447万円
（10.1%）

歳入
526億円

市税

市債

238億 3,830万円
（45.3%）

その他自主財源

国庫支出金
62億1,604万円

（11.9%）
92億6,084万円
（17.6%）

46億2,000万円
（8.8%）

県支出金

地方交付金

その他依存財源

40億7,056万円
（7.7%）

11億2,600万円
（2.1%）

34億6,826万円
（6.6%）

自主財源
300億5,434万円
（57.2%）

依存財源
225億4,566万円
（42.8%）

義務的経費
259億4,525万円
（49.3%）

投資的経費
78億9,186万円
（15.0%）

その他の経費
187億6,289万円
（35.7%）

投資的経費
78億9,186万円
（15.0%）

義務的経費
259億4,525万円
（49.3%）

その他の経費
187億6,289万円
（35.7%）

歳出
（性質別分類）
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各会計予算規模

平成31年度当初予算

市税の内訳

行政の基本的な経費を市税など
を主な財源として経理する会計

特定の歳入を特定の支出に充て
て経理する会計

一般会計

�特別会計

項目 予算額

一般会計 ５２６億円

特別会計 ３４０億４，７８０万円

合計 ８６６億４，７８０万円

前年度比３.７％増
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市民税 11４億７11万円
固定資産税 9６億７,３０７万円
都市計画税 1６億７,８２３万円
市たばこ税 ８億２,７99万円
軽自動車税 ２億４,9８５万円
入湯税 ２０５万円

歳出の性質別分類

未来につなぐ健幸都市くさつ

重点施策

新規 子どものつまずき発見・克服事業費
1３2万円

　ひらがなの読み書きにつまずく小学 １年生を対象
に、多層指導モデルによる個別指導を行い、学力向
上をめざします。
　また、中学 ２年生を対象に共通テストを実施し、
テストの結果分析に基づいた個別の補充プリントで
学習支援を行い、学力向上を図ります。

新規 小 1学びの基礎育成事業費
99万円

拡大 マンホールトイレ整備費　
３，190万円

　災害時の断水などに備えてトイレを確保するため、
マンホールトイレを広域避難所となる小・中学校に
整備します。

新規 広域避難所公衆無線LAN環境整備費
600万円

　災害発生初期における避難所の安定的な通信環境
を確保するため、小・中学校の体育館に災害時など
に使用できるWi-Fi環境を整備します。

中学校給食センター整備費　
2億８，５４0万円

継続

　給食センター方式による中学校給食の提供開始に
向けて、「（仮称）草津市第二学校給食センター」を
整備します。
　今年度は施設の設計や用地の取得などを行います。

拡大 英語教育推進費
３，0７9万円

　新学習指導要領に基づく新しい英語教育へスムー
ズに移行できるよう、教育環境を整えます。
・オンライン授業を全小学校へ拡大
・英語指導助手の配置
・�配信型デジタル教材を活用した授業を全小学校で
実施

・ ４技能による英語検定を全中学校で実施

防災・安全のまちづくりの推進重点施策❶

教育の充実重点施策❷
子どもの居場所づくり事業費　

４７８万円
拡大

　平成２８年度から、ひとり親家庭を対象として、家
庭や学校とは異なる中学生の「第三の居場所」を開
設しています。
　今年度は ２か所目を開設し、生活困窮世帯や不登
校の中学生にも対象を広げ、子どもたちがさらに参
加しやすい環境を整えます。

認定こども園整備費（玉川・常盤・老上・笠縫）
３億1，229万円

継続

　質の高い幼児教育と保育の一体的な提供を行うた
め、公立幼稚園の認定こども園化に向けた施設整備
に取り組みます。

民間保育所等施設整備費補助金
５億2，269万円

継続

　増加する保育需要に対応するため、民間保育所と
小規模保育施設などの施設整備を支援し、保育定員
の拡大と待機児童の解消に努めます。

子育て支援の充実重点施策❸

５つの重点施策と「第５次草津市総合計画第３期基本計画」のリーディング・プロジェクト
事業を推進するため、財源を戦略的に配分しました。
新規事業や拡大事業を中心に、今年度の主な施策と概要を紹介します。

一般会計の 内訳（５２６億円）
※四捨五入の関係で値が合わない場合があります

５ ４
2019年 4 月 1日 2019年 4 月 1日


